
令和８年８月１０日 

伊東市営住宅家賃等債務保証業者募集要領 
 

１ 趣旨 

  この要領は、伊東市営住宅の設置及び管理に関する条例（平成９年７月１日伊東市条例

第１８号。以下「条例」という。）第 12 条第 3項に規定する「特別の事情」があると認め

られる者について、連帯保証人に代えて家賃等債務保証業者を利用する制度を実施する

に当たり、市と家賃等債務保証業者との協定の締結に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

 

２ 参加者の資格要件 

  本要領による募集に参加する者（以下「参加者」という。）は、次に掲げる条件を全て 

満たしていること。 

 ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当し

ていない者であること。 

 イ 家賃債務保証業者登録規程（平成２９年国土交通省告示第８９８号）第５条第１項の

規定により国土交通大臣の登録を受け、静岡県を営業区域とする者であること。 

 ウ 公営住宅の家賃等に係る債務保証業務について、地方公共団体と協定を締結し、当該

業務を実施した実績を有する者であること。 

エ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てをしている

者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをして

いる者でないこと。 

 オ 伊東市暴力団排除条例（平成２４年伊東市条例第１９号）第６条第２項第１号に規定

する暴力団員等及び暴力団員等と密接な関係を有する者に該当しないこと。 

 カ 国税及び地方税を滞納していない者であること。 

 キ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）その他関係法令を遵守し、

個人情報を適切に取り扱うことができる者であること。 

 

３ 保証委託契約の内容（提供を求める保証の条件） 

家賃等債務保証業者が提供する保証の内容は、次に掲げる条件を満たすものとする。 

⑴ 保証対象 

保証対象は、次に掲げる債務とする。 

ア 市営住宅の家賃 

イ 合併処理浄化槽使用料 

ウ 入居者等が使用する駐車場の使用料 



エ 市営住宅の明渡し請求後、明渡しの日までの期間に係る伊東市営住宅の設置及び

管理に関する条例（平成９年７月１日伊東市条例第１８号。以下「条例」という。）

第４３条第４項に規定する金銭 

オ 駐車場の使用許可の取消し又は明渡し請求後、明渡しの日までの期間に係る条例

第５０条第２項において準用する条例第４３条第４項に規定する金銭 

カ 退去時に入居者が負担すべき原状回復費用 

⑵ 保証限度額 

ア 前号アからオまでに掲げる債務については、入居者の家賃（月額）の１２か月分相

当額を限度とする。 

イ 前号カに掲げる原状回復費用については、入居者の家賃（月額）の３か月分相当額

を限度とする。 

⑶ 残置物の撤去及び処分 

入居者の退去時（死亡退去を含む。）における残置物の撤去及び処分については、家賃

等債務保証業者が必要な費用を負担し、実施するものとする。 

⑷ 保証期間 

保証期間は、保証委託契約の締結日から当該契約の終了日までとする。 

⑸ 代位弁済 

入居者に保証対象となる債務の滞納その他の不履行が生じた場合、家賃等債務保証業

者は、市の請求に基づき、保証対象となる債務について代位弁済を行うものとする。 

⑹ 求償 

家賃等債務保証業者が前号の規定による代位弁済を行った場合、家賃等債務保証業者

は、代位弁済した額について、入居者に対して求償することができるものとする。この場

合において、家賃等債務保証業者は、求償権の行使に際し、入居者に対して利息及びその

他の手数料を徴収しないものとする。 

⑺ 保証料 

保証料は、家賃等債務保証業者が定める額とし、入居者が負担するものとする。 

⑻ 更新料 

保証委託契約の更新にかかる費用は、家賃等債務保証業者が定める額とし、入居者が負

担するものとする。 

 

４ 家賃等債務保証業者の選定方法について 

  「２ 参加者の資格要件」を満たし、かつ「３ 保証委託契約の内容（提供を求める保

証の条件）」に定める条件を満たす者について、次に掲げる審査項目に基づき審査を行い、

総合的に審査した上で、協定予定者を決定する。 

なお、本募集は随時募集とし、協定予定者の数は定めない。 

 



 ≪審査項目≫ 

審査項目 審査の主な内容 

保証委託契約の対象者 ・市営住宅の入居者について、年齢、世帯構成、収入状況等を

踏まえ、幅広い世帯が保証委託契約の対象となっているか。 

保 証 料 

等 

保証料 ・年額が入居者等の家賃（月額）（税込）以下であるか。 

ただし、家賃（月額）（税込）が１０，０００円以下の場

合はこの限りでない。 

継続保証料 ・年額が１０，０００円（税込）以下であるか。 

・入居者等が継続保証料を滞納したことを理由として、市に

対する保証を停止することがないか。 

求 償 権 

の 行 使 

等 

分納相談、そ 

の他の対応 

・求償権の行使に当たり、訪問や電話による連絡方法、連絡

時間帯、債権回収の方法、分納相談等について、入居者等の

状況に応じた適切な対応が行われるか。 

・入居者等の生活状況等を踏まえ、必要に応じて福祉制度の

紹介及び関係機関へのつなぎ等の支援が行われるか。 

公営住宅における地方 

公共団体との協定実績 

・公営住宅の家賃等に係る債務保証業務について、地方公共

団体と締結した協定の件数、対象となった公営住宅の規模、業

務内容、実施期間等を総合的に評価する。 

 ※直近の決算状況等を踏まえ、安定した事業運営及び継続的な保証業務の実施が可能な

経営状況であるか。 

 ※個人情報の保護及び安全管理の措置が十分でないと認められる場合は、協定予定者と

して選定しない。 

 

５ 提出書類及び提出期間等 

⑴ 提出書類 

参加者は、提出期間内に、次に掲げる書類を各１部提出すること。なお、提出でき

る保証業務の提案は、１参加者につき１件とする。 

ア 参加申込書（様式第１号） 

   イ 保証業務概要書（様式第２号） 

   ウ 参加者の資格要件に係る誓約書（様式第３号） 

   エ 添付書類（提出日時点で有効なものとし、特に定めのないものは申込日前３か月

以内に発行されたものとする。） 

（ア） 家賃債務保証業者登録規程第５条第１項の規定による登録を受け、静岡県

を営業区域としていることが確認できる書類の写し 

（イ） 現在事項全部証明書（法人）（申込日前３か月以内に発行されたもの） 

（ウ） 印鑑証明書（申込日前３か月以内に発行されたもの） 



（エ） 直近の営業年度の決算書（貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー

計算書） 

（オ） 個人情報の保護及び安全管理の措置が講じられていることが確認できる

書類の写し 

（カ） 公営住宅の家賃等に係る債務保証業務について、地方公共団体との協定実 

績が確認できる書類の写し 

（キ） 協定書案（協定対象者として選定された場合に市と締結する協定書案） 

（ク） 保証委託契約書、重要事項説明書等の契約関係書類の案 

（ケ） その他市長が必要と認める書類 

⑵ 提出書類作成上の注意 

    ア 提出書類は本要領による募集における参加者の資格要件及び保証委託契約の 

内容を確認・把握するものであり、市営住宅の家賃等債務保証の協定締結を前提

とするものである。 

    イ 提出書類の作成に用いる言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及

び計量法に定めるものとし、文字サイズは１１ポイントを基本とする。     

ウ 提出書類が本要領及び別添の様式に示された条件に適合しない場合、又は記 

載漏れ、内容の不整合その他の不備がある場合は、協定を締結しないことがある。 

エ 提出書類の内容について、後日、市から参考資料その他必要な資料の提出を求

められた場合は、これに協力すること。 

⑶ 提出期間 

随時受け付けるものとする。 

ただし、持参による提出の場合は、土曜日、日曜日及び祝日を除く午前８時３０

分から午後５時までとする。 

⑷ 提出先（窓口） 

〒４１４－８５５５ 

 静岡県伊東市大原二丁目１番地１号 

伊東市 建設部 建築住宅課 建築住宅係 

 電話 ０５５７－３２－１７６２ 

⑸ 提出方法等 

５（４）の提出先に提出すること。 

郵送の場合は書留郵便とし、ファクシミリ又は電子メールによる提出は受け付

けない。 

 

６ 本要領に対する質問 

  本要領に関する説明会は開催しない。質問がある場合は、随時、質問書（様式第４号）

を下記のとおり提出すること。 



⑴ 提出先 

５（４）に示す、伊東市建設部建築住宅課建築住宅係 

⑵ 提出方法 

    持参又は電子メールにより提出すること。 

持参する場合は、土曜日、日曜日及び祝日を除く午前 8時 30 分から午後 5時まで

とする。 

電子メールにより提出した場合は、送信後、電話により到達確認を行うこと。 

⑶ 回答方法 

   質問に対する回答書は、質問を受理した日から５日以内（土曜日、日曜日及び祝      

   日を除く。）に質問者へ電子メールにより行う。 

 

７ 参加者に対する結果の通知 

⑴ 協定予定者への通知 

参加者のうち協定予定者として決定された者には、申込みがあった日から３カ月後

の月末までに書面により通知する。 

⑵ 協定予定者として決定しなかった参加者への通知等 

参加者のうち協定予定者として決定されなかった者には、決定されなかった旨とそ

の理由を記載した協定予定者としない旨の通知書により、申込みがあった日から３カ

月後の月末までに書面により通知する。 

本通知を受けた者は、通知日翌日から 30 日までの間に書面（様式自由）により、５

（４）に示す伊東市建設部建築住宅課建築住宅係に提出し、市に対して協定予定者とし

て決定しなかった理由について説明を求めることができる。 

なお、書面は持参により提出することとし、郵送、ファクシミリ又は電子メールによ

るものは受け付けない。 

 

８ 協定書 

⑴ 協定書の作成 

市は協定予定者から「５ 提出書類及び提出期間等」により提出された書類に基づき 

協定内容、事務処理手順その他の事項について協定予定者と協議し協定書を締結する。

この場合、協議に要する費用は協定予定者の負担とする。また、協議の結果、内容が「３ 

保証委託契約の内容（提供を求める保証の条件）」を満たさないことが判明した場合は、

協定予定者としての決定を取り消すことがある。 

⑵ 協定期間 

協定締結日から翌年３月３１日までとする。（ただし、期間満了の３カ月前までに市

又は家賃等債務保証業者から書面による解約の申し出がないときは、当該協定書と同

一条件でさらに１年間継続し、以後も同様とする。） 



⑶ 協定書の変更 

協定締結後、協定内容を変更しようとする場合は、市と協議しなければならない。 

 

９ その他留意事項 

⑴ 手続きに用いる言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び計量法による

ものとする。 

⑵ 参加者の提出書類作成、提出及び協議等にかかるすべての費用は、参加者の負担とす

る。 

⑶ 提出書類に虚偽の記載をした場合には、参加申込を無効とする。また、提出書類が下

記のいずれかに該当する場合は、原則、参加申込を無効とする。 

ア 提出書類の全部又は一部が提出されない場合 

イ 提出書類と無関係な書類である場合 

ウ 白紙である場合 

エ 本要領に指示された項目を満たしていない場合 

オ 募集者名に誤りがある場合 

カ 件名に誤りがある場合 

キ その他未提出又は不備がある場合 

ク 資格要件を満たさないことが判明した場合 

⑷ 提出書類は返却しない。また、提出書類は協定予定者の選定以外に提出者に無断で使

用しない。なお、提出された提出書類を公開する場合には、事前に提出者の同意を得る

ものとする。 

⑸ 提出書類受理後の提出書類に記載された内容の変更は認めない。ただし、市が認める

軽微な変更を除く。 

⑹ 連帯保証人を選択するか家賃等債務保証業者を利用するかは入居者の判断によるも

のとする。 

⑺ 市からは委託料、手数料その他の名目で金銭の支払いは一切行わない。 

⑻ 家賃、駐車場使用料その他保証対象となる債務の滞納に係る事務処理手順について

は、協定締結時に協議の上、協定書に定めるものとする。 


